


第3章　前期基本計画

（５）自然共生・資源循環の推進（環境分野）

19　�脱炭素・地球温暖化防止対策の�
推進

【現況】 【課題】
①カーボン・マイナス・シティの実現
●�近年、温室効果ガス排出による地球温暖化が進み、

集中豪雨などの自然災害などが多発しており、私
たちの身近な生活にも影響を及ぼしています。

●�本市では、2050年に市内の温室効果ガス排出量
よりも削減量が上回るカーボン・マイナス・シティ
宣言を行い、2050年に向けた挑戦＝「カーボン
マイナスチャレンジ2050」を合い言葉に、積極
的な取組を実施しています。また、官民連携の取
組として、山県市脱炭素協議会も設立し、市民、
事業者と連携した推進を行っています。

●�令和５（2023）年度、環境省より「脱炭素重点
対策実施地域」に認定されました。令和10年度ま
での６年間を重点推進期間として、市民や事業者
と連携し、「省エネルギー活動の推進」と、本市
の地域特性を踏まえた「再生可能エネルギーの導
入」を進めていくこととしています。

●�地球温暖化防止対策を進めるためには、私たちの
住む地域にある自然や地域資源を有効活用して

「カーボンマイナスチャレンジ2050」を合い言葉
に、市、市民、事業者、それぞれが問題意識を持ち、
連携して取り組むことが必要です。

②森林資源のバイオマス燃料化
●�森林資源は、新エネルギーの一端を担うことが期

待されています。
●�バイオマスなど新エネルギーの需給マッチングを

行っていく必要があります。

SDGs カードゲーム交流会

カーボン・マイナス・シティ宣言に署名 世界気候エネルギー首長誓約
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第3章　前期基本計画

４年後の目指す姿
オール山県でカーボンマイナスチャレンジ

【対策・取組】

①　カーボン・マイナス・シティの実現
●�本市全体の温室効果ガスの削減に向け、「山県市地球温暖化対策推進実行計画（事務事業編）」

及び令和６（2024）年策定予定の「山県市地球温暖化対策推進実行計画（区域施策編）」
に基づき、省エネルギー（照明機器の LED 化や高効率空調機器への更新等）の推進及び
再生可能エネルギー（太陽光発電等）の導入を積極的に行い、カーボン・マイナス・シティ
実現に向けた取組を加速します。

●�省エネルギー推進、再生可能エネルギー導入にあたり、市民や事業者が活用できる様々な
補助金を創設します。

● �SDGs や脱炭素の取組について身近に感じてもらい、楽しみながら学ぶ環境教育を推進
していきます。

②　森林資源のバイオマス燃料化
●�森林資源の需給マッチングに努めます。

指標名 単位 令和４年度
（実績値）

令和９年度
（目標値）

目標指標の測定
あるいは取得の方法

公共施設における温室効果ガスの
排出量（t-CO2）の削減割合（基
準年度 : 平成25年度）

％ 8.3 40.0
出典先：令和4年度山県市事務・事業
排出源別二酸化炭素の排出量（市ホー
ムページ掲載）

カーボン・マイナス・シティ推進
補助金（仮称）交付件数 件 0 100 取得先：カーボン・マイナス・シティ

推進補助金（仮称）交付申請一式
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第3章　前期基本計画

20　上下水道の充実

【現況】 【課題】
①水の安定供給
●�人口減少により、水の供給量は減少傾向にありま

す。また、電気代や資材の高騰によって、水道施
設の維持管理費が増加しています。

●�水道管の老朽化が進んでおり、近年の多発する自
然災害に備えた設備等の安全性の確保に努めてい
く必要があります。

●�市民及び市内事業者等に良質な水を安定的に提供
することが求められています。

●�安全安心な水道水を安定して供給するため、老朽
化した水道施設及び配水管の計画的な改修や耐震
化が必要です。

●�健全かつ安定的な上水道経営に努めていく必要が
あります。

②下水道事業の安定運営
●�下水道事業においても、人口減少に伴い利用料が

減少しています。また、施設の老朽化も進んでい
ます。

●�汚水処理人口普及率は、87.9%（令和５（2023）
年４月1日時点）と高い数字となっていますが、
未接続の世帯があります。

●�下水道事業においても、持続可能な経営運営が求
められています。

●�経営基盤の強化を図りながら、建設から15年以上
が経過し、老朽化が進む施設の計画的な改修・更
新が必要です。

●�一部の下水道未接続の世帯が適正に排水できるよ
う、下水道接続を促進していく必要があります。
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第3章　前期基本計画

４年後の目指す姿
安心・安全な上水道の供給、及び河川の水質保全

【対策・取組】

①　水の安定供給
●�老朽化した水道施設の計画的な更新を進めることで、水の安定供給を行います。
●�水道事業の健全経営のため、業務効率化を進めるとともに、収入の確保に努めます。

②　下水道事業の安定運営
●�「山県市公共下水道事業・農業集落排水事業経営戦略」に基づき、経営の安定化を図りま

す。
●�「ストックマネジメント計画」に基づき計画的に改修・更新を行っていきます。
●�下水道未接続世帯へ早期の転換を引き続き促すことで水質や生活環境の改善に取り組みま

す。

指標名 単位 令和４年度
（実績値）

令和９年度
（目標値）

目標指標の測定
あるいは取得の方法

上水道の水質基準の達成 － 基準内 基準内 水質検査
下水道の接続率（ 公共下
水道） ％ 47.2 60.0 実績値

下水道放流水の水質基準
の達成 － 基準内 基準内 水質検査

汚水処理人口普及率 ％ 86.3 90.3
岐阜県内市町村毎の汚水処理人口普及率　
目標値は岐阜県汚水処理施設整備構想

（R5.3）山県市令和7年度計画値

デジタル化の取組 スマートメーターの試行段階（毎日の使用量が分かり、見守りにもつながり、
漏水対策も講じられる）
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第3章　前期基本計画

21　廃棄物の抑制とリサイクルの推進

【現況】 【課題】
①ごみの減量とごみ出しマナーの改善
●�ごみの分別収集、処理手数料を付加した指定袋制

の採用、コンポスト容器・生ごみ処理機・枝葉粉
砕機の助成による有機性廃棄物の排出抑制により、
ごみの排出抑制、減量化を図ってきました。

●�ごみの排出量の増加に伴い、処理費用等市の負担
が増えており、減量対策が必要です。また、分別
などのごみ出しマナーが守られていないことがあ
り、不法投棄も依然として無くなりません。

②資源リサイクルの促進
●�ごみの発生量の抑制（リデュース）、製品の再使

用（リユース）、資源の再利用（リサイクル）、ご
みの元になるものを買ったり貰ったりしない（リ
フューズ）といった4Ｒを進めることで、天然資
源の消費を抑制し、環境への負担が軽減される循
環型社会の構築が求められています。

●�分別収集への協力を働きかけ、リサイクルできる
ごみの割合を増やしていくことが重要です。

③ごみ処理体制の検討
●�ごみ処理施設の今後の運営方針やリサイクル資源

の回収について、効率的かつ合理的な方法を検討
していきます。

●�ごみ処理に関する諸問題、諸施策について、市民
への啓発が不十分であり、今後は市民の意見を取
り入れていくことが重要です。

山県市クリーンセンター
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第3章　前期基本計画

４年後の目指す姿
ごみ排出量の低減、リサイクル率の向上を図り、	

環境に配慮したごみ処理体制の実現

【対策・取組】

①　ごみの減量とごみ出しマナーの改善
●�市民のごみ出しルールへの理解を深め、ごみの減量やリサイクルの推進に努めます。
●�不法投棄等を防止するため、看板設置やパトロール等の活動を強化します。
●�クリーンセンターの見学の機会を設けるなど、市民のごみ減量に向けた意識向上を促す取

組を進めます。

②　資源リサイクルの促進
●�家庭ごみとして排出される燃えるごみ・不燃ごみ・資源物等の分別について周知します。
●�市民や事業者が自らごみを削減していくよう、ごみの再資源化や食品ロス削減への意識向

上につながる取組を進めます。

③　ごみ処理体制の検討
●�ごみ処理体制の在り方について、今後あらゆる可能性を検討し、市民生活に支障が出ない

よう検討します。

指標名 単位 令和４年度
（実績値）

令和９年度
（目標値）

目標指標の測定
あるいは取得の方法

1人1日当たりの排出量 g/ 人日 695.9 680 一般廃棄物実態調査
一般廃棄物のリサイクル率 % 9.9 15 一般廃棄物実態調査
ごみ処理体制の方針 ― 検討 決定
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第3章　前期基本計画

（６）地域とともにつくる持続可能な自治体経営の推進（行財政分野）

22　市民参画によるまちづくりの推進

【現況】 【課題】
①広報・広聴活動の充実
●�月1回広報紙を発行し、主に自治会長を通じて配

布しています。
●�市公式ホームページでは、市民に関心の高い記事

を、より早く掲載しています。
●�防災分野や教育分野など、スマートフォンのアプ

リを利用した多様な広報・広聴の媒体が整備され
ています。

●�人口減少がもたらす活力の低下、地域の担い手や
企業の人材不足等諸問題解決のため、市の魅力発
信を積極的に行い、認知度の向上、交流・関係人
口の増加、市民のシビックプライドの醸成に努め
ています。

●�広報紙をよく読む人を増やし、また、ホームペー
ジの閲覧数を増やすことで、市政に関心を持ち、
理解を深め、自らが進んでまちづくりに関わって
いく仕組み作りを推進していく必要があります。

●�特定の対象者に必要な情報をプッシュ通知で情報
提供できるような仕組みを検討していく必要があ
ります。

●�必要な広聴の仕組みについて、関係団体と検討し
ていきます。

●�「YAMAGATA BASE」を中心とした、市の魅力
発信により、着実に市の認知度は向上しています
が、活力低下や人材不足等の諸問題解決に結びつ
いているか精査が必要です。

②自治会活動の支援
●�自治会は、市行政と市民の重要なパイプ役であり、

地域における検討事項を市に伝えていただく重要
な合議機関です。

●�近年、高齢化等により自治会における役員等への
なり手不足が深刻化している地域もあり、自治会
活動の根本的なあり方を見直していく必要があり
ます。

③地域活動事業に対する活動支援
●�より住みよい地域社会を目指すため「山県市協働

のまちづくり活動補助金」を活用し、市民、行政
等が連携し、イベント等の地域活動を行う団体を
支援しています。

●�地域活動を行う団体は多様化する地域の課題解決
において重要な役割を担ってきましたが、今後団
体が担う役割はますます大きくなっていくと考え
られます。新規の事業を行う団体に対しては積極
的な補助金の活用をしてもらえるよう制度の周知
を行う必要があります。
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第3章　前期基本計画

４年後の目指す姿
行政だけでは伝わらない市の魅力を市民から伝えてもらう

【対策・取組】

①　広報活動の充実
●�広報紙やホームページの閲覧者の声を反映するためにアンケートを行い、記事によりター

ゲットや発信媒体を変えるなどの工夫をします。
●�市の特色を生かし、魅力を伝えたいターゲットを明確にし、効果が実感できる事業を展開

していきます。

②　自治会活動の支援
●�自治会活動を効率化・省力化するためのデジタル化等を検討します。
●�自治会活動の根本的なあり方について、先進地事例を研究するとともに、関係機関と検討

します。

③　地域活動事業に対する活動支援
●�広報紙、市のホームページ、山県市自治会連合会会議などを通じて補助金制度の周知を行

い、新規性又は拡充生のある先駆的事業に対し引き続き活動の支援を行っていきます。

指標名 単位 令和４年度
（実績値）

令和９年度
（目標値）

目標指標の測定
あるいは取得の方法

広報紙に対する満足度 ％ － 70 アンケート調査

自治会加入率 ％ 81.8 81.8 実質的加入戸数（世帯分離等を考
慮して算出）

協働のまちづくり活動補助金新
規申請団体件数 件 / 年 ー 1 各年度実績

デジタル化の取組 電子回覧板の導入検討
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第3章　前期基本計画

23　行政経営の推進・改革

【現況】 【課題】
①効果的で効率的な行政運営
●�社会情勢の変化や市民ニーズの多様化により、市

役所業務が多様化し、業務量も増加し、専門性も
求められています。

●�岐阜地域広域圏協議会や岐阜連携都市圏に参加し、
近隣市町と様々な諸問題に連携して取り組むこと
で、効率的な行政運営、市民サービスの向上を図っ
ています。

●�限られた行政資源で効果的に行政運営をしていく
ために、市民の理解が必要であり、真に必要な行
政改革が必要です。また、単なる効率化を求める
だけではなく、大規模災害や感染症等の発生時に
おいて業務を継続していく必要もあります。

●�この地域に共通する諸問題をはじめ、近隣市町と
の協力・連携分野の裾野を拡げることが望まれま
す。

②歳入確保の促進
●�新型コロナウイルス感染症による事業の未実施に

よる歳出の減、新型コロナウイルス感染症対応交
付金や巣ごもりによるふるさと納税の歳入増によ
り、令和３年度決算は実質収支が８年ぶりに黒字
となりました。

●�人口減少、とりわけ生産年齢人口が減少する中で、
市税の増収を図ることは困難です。また、地方交
付税も減収が見込まれています。全国的な人口減
少社会にあって、既存歳入の大幅な増収が見込め
ない中、自治体の創意工夫による新たな歳入の確
保が求められています。

③職員の育成と組織力の強化
●�本市は、職員減少が続いている一方で、複雑化、

多様化するニーズにより業務量が増加しており、
職員一人当たりの業務負担増が懸念されています。

●�人口減少や少子高齢化による人口構造の変化、デ
ジタル化の急速な進展及び多様化・高度化する市
民ニーズ等、本市を取り巻く社会経済情勢は大き
く変化しています。また、社会経済情勢の変化に
伴い、解決すべき行政課題も刻々と変化しており、
それに対応する職員の確保、育成と組織体制の整
備が必要となっています。

④行政組織の機能強化
●�人口減少社会への対応や行政ニーズの複雑多様化

に際し、ますます行政に求められる事務量は増え
ていきます。限りある経費、人材により最大の効
果を挙げることが求められています。

●�「行政組織の機能強化」が課題として挙げられ、
その方策として、ICT などによる業務の効率化、
真に必要な業務から優先順位を付けて取り掛かる
こと、業務を担う人材の確保・育成が求められま
す。

●�人材不足は、行政においても他の産業と変わらず
その傾向にあります。職員の平均年齢が44.4歳と
比較的高く、職員構成ピラミッドもいびつな状態
になっています。
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第3章　前期基本計画

４年後の目指す姿
行政財産を最大限に生かしたスマートな自治体

【対策・取組】

①　効果的で効率的な行政運営
●�限られた行政資源（ヒト、モノ、カネ、情報、時間）をより効果的かつ効率的に活用でき

る行政マネジメントシステムを構築し運用します。
●�行政評価制度や補助金等適正化等を通じて、既存事業の点検・見直しを行います。
●�行政サービスの向上や業務の効率化を目指す BPR の改善を図ります。
●�自治体 DX を推進します。
●�引き続き岐阜地域広域圏協議会や岐阜連携都市圏に参加し、連携・協力分野の裾野を拡げ

ます。

②　歳入確保の促進
●�市税等の収納対策を強化し、収納率の向上を図ります。
●�ふるさと納税や企業版ふるさと納税を推進します。
●�低未利用財産の売却等を一層推進するとともに、民間活力を導入した公有財産の有効活用

を図ります。

③　職員の育成と組織力の強化
●�社会変化に対応し、市の未来を切り拓いていける職員を育成します。
●�国や県、近隣市などとの人事交流を進め、広い視野や先進的な知識を持つ職員の育成を行

います。
●�経費削減に向けた職員のコスト意識を醸成します。
●�組織体制や人員配置の適正化を図ります。
●�働き方改革を推進し、働きやすい職場環境を創出します。

④　行政組織の機能強化
●�有為な人材を採用するため、新規や民間企業等職務経験者などの採用試験を効果的に行い、

確保に努めます。
●�研修や講習に積極的に参加し、必要な専門的知識を学び、事務に生かし、途切れることの

ないよう引き継いでいきます。
●�人事異動直後の事務の停滞が起こらぬよう事務引継を確実に行います。
●�能力・実績に長けた職員への人事評価に加点し、一層のやる気、実績向上を促します。

指標名 単位 令和４年度
（実績値）

令和９年度
（目標値）

目標指標の測定
あるいは取得の方法

第6次行政改革大綱実施計画の
達成率 ％ － 100

ふるさと納税寄附額 千円 519,045 700,000 各年度決算
職員数 人 245 248 令和7年度計画値
マイナンバーカードの申請率 ％ 85.36 100 R5.3.31現在の申請者数22,179人

デジタル化の取組 マイナンバーカードを活用した各種オンライン申請
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第3章　前期基本計画

24　公共施設マネジメントの推進

【現況】 【課題】
①公共施設の適正管理・長寿命化
●�本市の公共施設については、山県市公共施設等管

理計画及び個別計画に基づき長寿命化の改修等に
取り組んでいます。

●�本市が保有する建築系公共施設の規模（延床面積）
について、その割合を用途別に分類した場合、学
校教育系施設が最も多く（42.1%）、次いで行政
系施設が多くなっています（13.2%）。

●�年度別に分類した場合は、昭和55（1980）年頃
から昭和60（1985）年頃に建築のピークを迎え
ており、昭和50年代で約3割が集中しています。
特に、この時期に山県市立富岡小学校、山県市立
大桑小学校、山県市立伊自良中学校などの学校教
育系施設が建設されており、他にも比較的規模の
大きい建築系公共施設が建設されています。

●�建設後の経過年数が長い施設が増えており、日常
の維持管理費に加え、将来的には更新等に多額の
費用が必要となり、財政を圧迫することが懸念さ
れます。

●�適切な時期での更新等を実施していくために、公
共施設の実態を可能な限り把握するとともに、長
期的な視点に立った公共施設の更新、統廃合、長
寿命化などに計画的に取り組み、費用負担の軽減
を図る必要があります。

②北部地域拠点整備
●�美山支所、美山山村開発センターの老朽化による

建替事業を機に、新たな美山支所が北部地域の新
しい拠点になるよう、清流のロケーションを生か
した賑わいを創出するために北部地域拠点整備事
業を実施しています。

●�新しい美山支所は木造平屋建てで、地域の皆さん
が憩いの場として使用できる談話室などを設けた

（仮称）北部地域コミュニティセンター内に設置
します。

図表17　建築系公共施設の用途別・建築年度別延床面積

（備考）山県市公共施設等総合管理計画より引用。
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第3章　前期基本計画

４年後の目指す姿
公共施設の統廃合や維持管理の効率化に取り組み、費用負担の軽減を図る

【対策・取組】

①　公共施設の適正管理・長寿命化
●�公共施設の適正な管理を行うために、公共施設の実態を正確に把握し、「地域脱炭素移行・

再エネ推進事業計画」を反映した、「山県市公共施設個別計画」を見直し、⾧期的な視点
を持って、公共施設の更新・統廃合、⾧寿命化を計画的に行います。

②　北部地域拠点整備
●�美山地区における子育て世代から高齢者まで様々な年代の定住化を促し、市民活動や生涯

学習を通じて居住に関する安心を提供し、高質な空間・施設の整備により回遊・滞在の楽
しさを感じることのできる拠点整備を図ります。また、環境に配慮したまちづくりを実施
することで将来に渡って持続可能な地域を構築します。

指標名 単位 令和４年度
（実績値）

令和９年度
（目標値）

目標指標の測定
あるいは取得の方法

建築系公共施設の延床面積 ｍ2 146,478 117,512 既存施設の延床面積
建築系公共施設の長寿命化計画等策
定施設数 施設 2 39 長寿命化計画等策定済施設数

デジタル化の取組 売却可能な土地・施設一覧を関連サイトに掲載

美山支所周辺完成予想図
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第3章　前期基本計画

25　持続可能な財政運営

【現況】 【課題】
①安定した財政運営の推進
●�健全な財政運営を行うため、予算編成等において

市税などの歳入の予測及び歳出の見通しを示して
いますが、社会情勢の変化や市場経済の不安定性
により、維持管理経費の増高、施設等整備への影
響（施設改修）など予想がつかない事案が発生し
ています。

●�当年度の問題においては、後年度に過大な負担を
残すことの無いよう、現状の分析や社会情勢の変
化等を踏まえたうえでの将来予測を随時行い、安
定した財政運営を行う必要があります。

②自主財源の充実
●�少子高齢化による生産年齢人口が減少を続ける状

況下において、地方税収の成長が厳しい中、高齢
化による扶助費の増や既存施設の改修などの事業
が予定されている中、歳入総額に占める自主財源
は3割程度となっており、安定した財政運営を行
う上で自主財源を確保することが重要になってい
ます。

●�自主財源を確保するための手段として、既に導入
しているふるさと納税や企業版ふるさと納税等の
増収を踏まえた安定的な財源の確保が望まれます。
また、市合併以降も多く残る既存の施設・資産を
利活用した効率的な財源確保が課題となっていま
す。

③市税等収納率の維持・向上
●�市税等の徴収率は90％後半の高水準で推移してい

るものの、過年度の徴収率については減少傾向に
あります。

●�新規滞納者への早期対応などで、市税収納率の向
上に一定の成果が出ていますが、本市及び地域を
取り巻く社会構造の変化等もあり、今後も引き続
き滞納を増やさない取組が必要です。

④財政の健全化
●�更なる人口減少を見据えて、世代間負担の公平性

と将来の財政運営に与える影響を考慮し、各年度
において起債に関しては元金償還額を超えない範
囲で借入するとともに、後の財源措置で有利とな
る地方債メニューを活用しています。

●�計画する事業に対する財源が見つからない又は充
当率、交付税措置が低い地方債メニューの活用を
余儀なくされています。

●�確実な償還は継続しているものも、実質公債費率
が大きく減少しない状況にあります。

⑤適切な財政状況の公表
●�財政の透明性を高めるため、予算編成、中間報告、

決算までの報告及び地方公会計に基づく財務諸表
を作成公開します。

●�現金主義の考え方が浸透しており、資産や負債の
状況などを把握しづらく、本来の行政運営に係る
経費の流れを議会・市民に伝えきれていない状況
にあります。
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４年後の目指す姿
経常収支比率の抑制に努め、より自由度のある財政構造を目ざします

【対策・取組】

①　安定した財政運営の推進
●�予算編成等において短期・中期的財政見通しを作成し、安定的な財政運営に取り組むほか、

状況に合わせた対応ができるよう、必要に応じて見直しを行います。
●�事業見直し等による経費削減、新たな財源の確保に努め、将来負担の増加にならない財政

運営を行います。

②　自主財源の充実
●�ふるさと納税や企業版ふるさと納税の寄附先として本市を選んでもらえるよう、施策の周

知を積極的に行います。
●�市の公共施設・印刷物などへの有料広告により財源確保を図るほか、地元企業を優先し、

市内経済の活性化を図ります（広告事業等）。
●�市の公共施設等の利活用を検討し、売却・貸付等により保有資産の整理及び不必要資産の

財源化を図ります。

③　市税等収納率の維持・向上
●�市税等の徴収率の維持・向上のため、新規滞納者への早期対応や滞納処分の強化を図りま

す。
●�広報紙やホームページ、小学校での租税教室開催など様々な手段を活用し納税意識の向上

や税の啓発活動に取り組みます。

④　財政の健全化
●�各起債メニューの条件、期限等を調査し計画的な借入に努めます。
●�起債依存度を抑制し、持続可能な財政運営を進めます。

⑤　適切な財政状況の公表
●�予算及び決算の報告に際し、減価償却費などの様々なコスト発生を含めた全体コストとし

て説明するなど、分かりやすく財政状況を議会・市民等に伝えます。

指標名 単位 令和４年度
（実績値）

令和９年度
（目標値）

目標指標の測定
あるいは取得の方法

基金残高（財政調整基金） 億円 28.2 19.0 各年度決算
実質公債費比率 ％ 9.1 9.0 各年度決算
企業版ふるさと納税件数 件 3 10 各年度決算
経常収支比率 ％ 88.6 90.0 各年度決算
自主財源率 ％ 34.1 35.0 各年度決算
市税収 億円 29.4 28.9 各年度決算
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第3章　前期基本計画

26　自治体ＤＸの推進

【現況】 【課題】
①窓口 DX の推進
●�ぴったりサービスや LoGo フォームを利用し、証

明書等の交付申請や行政手続のオンライン化に取
り組みつつあります。

●�窓口での手続きは、紙の申請書を使用しており、
デジタル化が進んでいません。特にライフイベン
ト（妊娠出産・転出転入・おくやみ）手続き時に
は、多くの書類に市民が手書きで記入する必要が
あり、負担となっています。

②情報発信 DX の推進
●�市からの情報発信は、広報紙、公式ホームページ、

防災無線、事業ごとの SNS などで実施しています。
●�広報媒体が各種あり、事業ごとに利用している媒

体は属人化し、十分な活用がされていないことも
あります。職員が、情報発信するときにどの媒体
を使えばいいのかを明確にすることが課題です。

●�市民が、知りたい情報がどこに掲載されているのか、
分かりやすくする事が課題です。

③ペーパーレス化の推進
●�ペーパーレス会議システムとタブレット端末を導

入し、庁内会議のペーパーレス化に取り組んでい
ます。電子決裁システムを導入し、決裁資料のペー
パーレス化に取り組んでいます。

●�慣習的に紙使用を継続している業務も多いのが現
状です。資料数が多い会議や決裁ほど、資料の閲
覧のしやすさの点などから、ペーパーレス化が忌
避される傾向があります。

④キャッシュレス化の推進
●�税金や水道料支払いについては、キャッシュレス

決済を導入しました。窓口手数料支払いのキャッ
シュレス対応を検討しています。

●�窓口手数料や施設利用料については、キャッシュ
レス化に対応できていません。

山県市公式 LINE
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４年後の目指す姿
「誰一人取り残されない、人に優しいデジタル化」の実現を目指します

【対策・取組】

①　窓口DXの推進
●�窓口業務における紙の必要性についてあらためて検討します。
●�タブレットやスマートフォンでの手続きに関する丁寧な説明の実施や操作ガイドを作成し

ます。
●�誰もが利用しやすいサービスの提供を推進します。

②　情報発信DXの推進
● �LINE 公式アカウントを開設し発信する情報を集約します。
●�市民ごとに必要な情報をプッシュ配信できるようにします。
●�広報媒体の役割を整理し、分かりやすい情報発信を心掛けます。

③　ペーパーレス化の推進
●�業務におけるペーパーレス化の利点等を細やかに説明したうえで、ペーパーレスを推進し

ます。
●�業務効率が落ちないように BPR を含めて取り組んでいくことを推進します。
●�ペーパーレス化を前提とした業務実施環境の整備に努めます。

④　キャッシュレス化の推進
●�キャッシュレス対応支払いを増加します。

指標名 単位 令和４年度
（実績値）

令和９年度
（目標値）

目標指標の測定
あるいは取得の方法

書かない窓口対応手続き数 種類 0 20 窓口申請支援サービスで実施できる
手続きの数

LINE 公式アカウントの友だ
ち登録数 人 0 2,400 LINE 公式アカウントの友だち登録

数
電子決裁率 ％ 0 50 文書管理システムでの電子決裁率

キャッシュレス決済比率 ％ 0 40 窓口手数料支払いにおけるキャッシュ
レス収納割合（金額）

デジタル化の取組 生成 AI、Web3.0など最先端の技術の業務活用についての調査研究の推進
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７　山県市デジタル田園都市国家構想総合戦略

（１）はじめに
本市では、平成27（2015）年度に、人口減少・少子高齢化対策をまとめた「山県市まち・

ひと・しごと創生総合戦略（計画期間：平成27（2015）年度から平成31（2019年度）まで
の５年間）」を策定しました。その後、第２次山県市総合計画後期基本計画と合冊した、「第２
期山県市まち・ひと・しごと創生総合戦略（ 計画期間：令和２（2020）年度から令和５

（2023）年度までの４年間）」を策定し、総合計画と一体的に人口減少・少子高齢化対策を推
進してきました。

一方、令和２（2020）年２月に岐阜県で初めて陽性者が確認された新型コロナウイルス感
染症との闘いが長期にわたり、市民の暮らしや働き方が大きく変化し、また、ロシアのウクラ
イナ侵攻により、物価高騰や国際情勢の不安定化など、社会情勢が複雑化しています。

また、本市においても、令和３（2021）年から令和４（2022）年にかけての本市の出生
数は94人※12で戦後最少となるなど、人口減少・少子高齢化についても一段と厳しい状況となっ
ています。

このため、人口減少をできる限り抑制し、市民が日々の暮らしに幸福と生きがいを感じられ
るふるさと山県市を実現するため、「山県市デジタル田園都市国家構想総合戦略」を策定します。

本戦略は、「まち・ひと・しごと創生法」に基づく「地方版総合戦略」として位置付けるも
のであり、国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（令和元年改訂版）」及び「デジタル
田園都市国家構想総合戦略（2023改訂版）」を勘案して策定します。

※12	� 岐阜県統計課「岐阜県人口動態統計調査」より。令和３（2021）年10月１日～令和４（2022）年９月30日
のデータ。
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第3章　前期基本計画

（２）計画の期間
山県市デジタル田園都市国家構想総合戦略は、国の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」（計

画期間：令和５（2023）年度から令和９（2027）年度までの５年間）と終期を合わせると
ともに、第３次山県市総合計画前期基本計画と同期間（４年）とし、各施策・事業の効率的・
効果的な実施に向けた進行管理を行います。

（３）基本目標
前戦略（「第２期山県市まち・ひと・しごと創生総合戦略」）に引き続き、以下の３つを基本

目標として定めます。今後行う事業については、具体的な事業内容や数値目標を関係者と協議
していくとともに、地域再計画の認定申請等を行いながら事業費等の確保に努め、人口減少対
策を推進します。

基本目標１　希望を持ち豊かに暮らすひとづくり
一人ひとりの個性が尊重され、出生、子育て、教育、結婚、労働、社会貢献、自己実現、介

護、福祉など生涯にわたって切れ目のない支援を実現し、環境を整備することにより希望や夢
を持ち豊かなひとの創生を目指します。
【具体的な事業】
・こどもまんなかのまちづくりの推進事業
・誰もが住み慣れた地域でいられる健康福祉の推進事業　等

【重要業績評価指標（KPI）】
指標名 単位 令和４年度

（実績値）
令和９年度
（目標値）

目標指標の測定
あるいは取得の方法

転出超過数 人 / 年 147 88 岐阜県人口動態統計調査

令和 5年度
2023年度

令和 6年度
2024年度

山県市デジタル田園都市国家構想総合戦略

国の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」

令和９年度
2027年度

4 年間

5年間
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第3章　前期基本計画

基本目標２　生き生きと安心して働けるしごとづくり
生き生きと和やかに暮らすためには、それぞれのしごとや役割、目的を果たし、認め合うこ

とが必要です。地域の特性・特長を生かしながら、様々な産業や本市ならではのしごとが活性
化し創出されることは、ひとが地域に貢献する意識を高め、郷土愛・シビックプライドを育む
ことにもつながります。
【具体的な事業】
・快適で安全な暮らしの基盤の充実事業
・元気・活力のある地域産業の振興事業　等

【重要業績評価指標（KPI）】
指標名 単位 令和４年度

（実績値）
令和９年度
（目標値）

目標指標の測定
あるいは取得の方法

バスターミナル乗降者数 人 / 日 221 297 乗降者数

基本目標３　自然との融和を目指すまちづくり
本市は、豊かな自然に恵まれている一方で、県都岐阜市と隣接する都市機能を有したまちで

す。ひとが生き生きと暮らし、しごとが豊かにあふれることで、まちにひとが集まり、更なる
魅力や活力を創出することにつながります。
【具体的な事業】
・自然共生・資源循環の推進事業
・地域とともにつくる持続可能な自治体経営の推進事業　等

【重要業績評価指標（KPI）】
指標名 単位 令和４年度

（実績値）
令和９年度
（目標値）

目標指標の測定
あるいは取得の方法

交流人口 人 / 年 581,694 650,000 山県市観光入込客数調査集計表（年集計）
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第3章　前期基本計画

（４）これまでの主な交付金事業
事業名 事業期間 事業概要

地方創生推進タイプ

1 「ほどよい田舎」田園・山
県暮らしの魅力発信事業 R2～ R4

シティプロモーション事業、移住定住促進事業、空
家活用に関する事業を一体的に行い、認知度向上か
ら移住定住を図る事業

2 山県市超ローカルイノ
ベーション事業 R2～ R4 市内の中小企業へ補助金を支給し、市の活性化をす

る事業

3
水栓バルブ発祥の地・山
県の水栓バルブ製造業市
場開拓支援事業

R2～ R4
市内の主要産業となっている水栓バルブ製造業にお
いて、将来の成長を見据えた新分野、新地域、海外
展開の市場開拓を支援する事業

4 美山地域の保育施設等を
中心とした地域創造事業 R3～ R5

子育て世代の定住に必要不可欠な保育園に地域の特
色・魅力を生かした魅力のある保育環境を整備する
事業

5
「恋人の聖地」広域市町村
連携によるデジタルシティ
プロモーション事業

R3～ R7
恋人の聖地観光協会市町村長会加入市町村のうち、
本市を含む18市町村が協働してシティプロモーショ
ンを実施するためのプラットフォームや You Tube
チャンネル等を整備する事業

6
「恋人の聖地」広域市町村
連携による関係人口拡大
に向けたバーチャルコン
パクトシティ事業

R4～ R8

恋人の聖地観光協会市町村長会加入市町村のうち、
本市を含む14市町村が共同のバーチャルシティを
構築し、市町村独自の事業や制度の案内窓口を作り、
仮想市民登録した人は、限定情報などの特典を受け
られる仕組みをつくる事業

地方創生拠点整備タイプ

1
「観て・食べて・体験し
て！自然体験ゾーン」形
成に伴う「ハリヨ公園」
リニューアル事業

R2～ R6
令和２年度にリニューアルしたハリヨ公園において、
公園施設の維持管理を行うとともに、市民等を対象
としたハリヨの生息観察会を行い魅力や活力を創出
する事業

2
山県バスターミナル賑わ
い創出プラットフォーム
整備事業

R2～ R6 山県バスターミナルを解説し、賑わい創出 PR 事業、
賑わい拠点となる複合施設を運営する事業

3
（仮称）山県市グリーンプ
ラザみやま多目的交流拠
点施設整備事業

R4～ R8
山県市観光の PR ポイントである、自然体験機能を
さらに魅力的に発信することを目指し、多目的交流
拠点施設を整備する事業

まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する寄附を行った法人に対する特例

1 山県市まち・ひと・しご
と創生推進事業

H31～
R6

まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する寄
附を行った法人に対する特例（内閣府）。
一人ひとりの個性が尊重され、出生、子育て、教育、
結婚、労働、社会貢献、自己実現、介護、福祉など
生涯にわたって切れ目ない支援を実現し、環境を整
備することにより希望や夢を持つ豊かなひとの創生
を目指す事業
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第3章　前期基本計画

（５）令和５年度からの交付金事業
事業名 事業期間 事業概要

デジタル実装タイプ（TYPE1）

1
有線テレビケーブルを活
用した農業用水利施設の
遠隔監視と水門の遠隔操
作

R5～ R7

実施地域は２つの一級河川の合流地点にあたり、地
形を利用した頭首工が設置され河川の水をかんがい
に利用しています。しかし、その反面、豪雨時には
冠水する可能性が高く、頭首工の水門開閉が重要と
なっています。河川、頭首工の状況を遠隔で確認し、
市職員による手動水門開閉を電動化、遠隔操作とす
ることで、迅速、的確な管理が可能となり、地域の
冠水リスクを低減させ、地域住民の安心安全と農作
物への被害低減を図ります。

2 市民向け行政サービスを
まとめてＤＸ R5～ R7

令和４（2022）年度に全庁ＤＸ推進体制を立ち上
げ、全業務ヒアリングと業務分析を行い課題を抽出、
ＤＸアクションプランを作成しました。令和５

（2023）年度は、この全庁的なＤＸ推進機運をさ
らに高め、ＤＸによる行政サービス改革を進めるた
め、分野横断的にアクションプランを実行していき
ます。
取組内容は、行政サービスの利便性向上のため、住
民との直接接点である窓口関係と、住民とのデジタ
ルの接点である情報発信ツールを一体的、複合的に
進めることで、広く住民に対してＤＸの恩恵を実感
してもらい、地域のＤＸ推進機運をも高めることを
目指します。

地方創生推進タイプ

1

自転車で出かけたくなる
まちづくり計画 ～「カー
ボン・マイナス・シティ」
宣言をした山県市におけ
るサスティナブル・サイ
クルツーリズム推進事業

R5～ R7

山県市が有する、歴史や自然環境などのポテンシャ
ルや新たに生み出す地域の魅力を生かし、web サ
イトや SNS などのデジタル技術も活用した自転車
で出かけたくなるまちづくりや観光を進めることで、
山県市が宣言したカーボン・マイナス・シティの推
進や、サスティナブルな観光の推進により交流人口
を拡大し、経済的な地域活性化を図ります。

地方創生拠点整備タイプ

1
山県市の観光拠点アウト
ドアツーリズムセンター
整備事業

R6～
R10

本市の北部地域における観光案内の整備、イベント
企画・受付の展開、観光 DX の整備、同地域の魅力
アップ、既存観光資源・施設の魅力度・収益アップ
を図ります。
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第3章　前期基本計画

（６）今後検討する交付金事業

基本目標１　希望を持ち豊かに暮らすひとづくり
事業名 想定 KPI 事業概要

1 安全地元食材で、元気な
山県っ子育成事業

給食におけ
る地元食材
使用率

市立保育園、市立小学校、市立中学校の給食に有
機農業米を供給し、安全・安心な給食を提供しま
す。

2
単身者でも歓迎！ほどよ
い田舎暮らし満喫移住事
業

単身
移住者数

農林畜産業や商工業における労働者を中心に、単
身者でも住みやすい環境の整備を図ります。

3
働き方改革推進します！
市役所から始まる働きや
すい労働環境モデル事業

職員の有給
休暇取得率

市役所が、安定した給与や出産や子育て、家族の
介護がしやすく、休暇が取りやすい職場のモデル
ケースとして、市内に同様の職場を増やしていき
ます。

4 公共施設の DX 化に向け
た3本柱事業

予約システ
ムに利便性
向上を実感
した利用者
満足度

公共施設利用者（団体）の利便性向上を図るため、
公共施設予約システムによりオンラインによる利
用申請に対応する。またスマートロックシステム
連携により鍵の貸し出し管理も自動化、施設利用
料のキャッシュレス決済にも対応することで、オ
ンラインで利用手続きが完結するシステムとする。
また、公共施設の利用状況やイベント情報につい
て、施設利用者に分かりやすく提供するため、ク
ラウド型サイネージシステムを導入します。

5 スマート図書館整備事業
人口１人当
たり貸出冊
数

誰もが利用しやすい図書館を目指し、利用者の拡
大に向けて、電子書籍サービスの導入、図書カー
ドのデジタル化、セルフ貸出及び読書記録帳の機
能拡充を実装し、図書貸出サービスの利便性向上
を図る。

基本目標２　生き生きと安心して働けるしごとづくり
事業名 想定 KPI 事業概要

1 農地の空いてるスペース
見える化事業

遊休農地の
リアルタイ
ム把握

遊休農地や耕作放棄地をリアルタイムで把握する
ための仕組みを導入し、土地の有効活用を図りま
す。

2 すき間時間の労働マッチ
ングシステム事業

マッチング
システムア
プリ利用数

農林畜産業や製造業・小売業など、すき間時間で
も仕事ができる環境を整えるため、需給ニーズを
把握し、マッチングアプリ等を活用して人材不足
の解消と所得向上を図ります。

3 山県市の仕事発見事業 見学ツアー
回数

小中学生を中心に、市内企業等の見学ツアーを実
施するとともに、職場体験等も実施し、地元の仕
事を知る機会をつくります。

4 山県版スタートアップエ
コシステム事業

制度
利用回数

スタートアップ企業が創業から成長、そして成功
に至るまでのプロセスで必要な様々なサポートを
行います。
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第3章　前期基本計画

基本目標３　自然との融和を目指すまちづくり
事業名 想定 KPI 事業概要

1 リアルタイム在庫管理シ
ステム導入事業

農産物直売
所の販売額

新鮮な野菜等を購入するため多くのお客様が来る
本市の農産物直売所において、来店客・出荷者双
方にとってメリットになるリアルタイムで在庫管
理ができる仕組みを構築します。

（バスターミナル直売所、てんこもり、ふれあい
バザール等）
また、農産物出荷者の搬入支援等についても検討
します。

2 山県ライフ実感・体感事
業 移住者数

増加する空家と移住者をマッチングするため、山
県市で暮らすことが実感・体感できる情報を伝え
ます。

3 農泊とグリーン・ツーリ
ズム事業 農泊者数

豊かな地域資源を活用した食事や体験等を楽しむ
農泊を支援します。また、緑豊かな農村地域にお
いて、自然・文化・人々との交流を楽しむ滞在型
の余暇活動の環境整備支援等についても検討しま
す。

4 カーボン・マイナス・シ
ティ推進事業 新エネ導入 山林や河川など、本市の豊かな自然を生かし、新

エネルギーの導入について検討します。

5 公共施設改革（FX）推進
事業

市民一人当
たり公共施
設面積

公共施設マネジメントを推進し、維持管理の効率
化に取り組み、費用負担の軽減を図り、持続可能
な行財政運営を行うことで、市民から信頼される
まちづくりに努めます。
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第3章　前期基本計画

（７）基本目標と交付金事業の関係
基本目標１ 基本目標２ 基本目標３
希望を持ち

豊かに暮らす
ひとづくり

生き生きと安
心して働ける
しごとづくり

自然との融和
を目指す

まちづくり
地方創生推進タイプ

１「ほどよい」田舎」田園・山県暮らしの
魅力発信事業 〇 〇

２ 山県市超ローカルイノベーション事業 〇

３ 水栓バルブ発祥の地・山県の水栓バルブ
製造業市場開拓支援事業 〇

４ 美山地域の保育施設等を中心とした地域
創造事業 〇 〇

５「恋人の聖地」広域市町村連携によるデ
ジタルシティプロモーション事業 〇 〇

６
「恋人の聖地」広域市町村連携による関
係人口拡大に向けたバーチャルコンパク
トシティ事業

〇 〇

７
自転車で出かけたくなるまちづくり計画 
～「カーボン・マイナス・シティ」宣言
をした山県市におけるサスティナブル・
サイクルツーリズム推進事業

〇 〇

地方創生拠点整備タイプ

１
「観て・食べて・体験して！自然体験
ゾーン」形成に伴う「ハリヨ公園」リ
ニューアル事業

〇

２ 山県バスターミナル賑わい創出プラット
フォーム整備事業 〇

３ （仮称）山県市グリーンプラザみやま多
目的交流拠点施設整備事業 〇

４ 山県市の観光拠点アウトドアツーリズム
センター整備事業 〇

デジタル実装タイプ（TYPE１）

１ 有線テレビケーブルを活用した農業用水
利施設の遠隔監視と水門の遠隔操作 〇

２ 市民向け行政サービスをまとめてＤＸ 〇
まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関連する寄附を行った法人に対する特例

１ 山県市まち・ひと・しごと創生推進事業 〇 〇 〇
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第3章　前期基本計画

資料編
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第3章　前期基本計画

資料編



資料編
１　計画策定過程

年 月日 事項 内容
令和４年 ８月16日 令和４年度第１回総合計画審

議会・第16回まち・ひと・
しごと創生会議合同会議

（１）�第２次山県市総合計画後期基本
計画及び第２期山県市まち・ひ
と・しごと創生総合戦略に基づ
く事業評価について

（２）�地方創生交付金事業の効果検証
について

（３）�新型コロナウイルス感染症対応
地方創生臨時交付金事業におけ
る効果検証について

８月16日 諮問 市長から市総合計画審議会長へ
10月 まちづくり市民アンケート 18歳以上の市民対象、無作為抽出
10月 まちづくり中学生アンケート 市内中学生対象、全数
12月 まちづくり職員アンケート 市職員対象、全数

令和５年 ２月９日 令和４年度第２回山県市総合
計画審議会・第17回山県市
まち・ひと・しごと創生会議
合同会議

計画のあり方・基礎調査結果報告

５月10日 トップインタビュー 市長、副市長
６月14日 市民ワークショップ PTA 連合会代議員会を対象にまちづく

りゲーム「マチュア・ソサエティ」を
実施

６月15日 市民ワークショップ 山県ママの子ども・子育て会議を対象
にまちづくりゲーム「マチュア・ソサ
エティ」を実施

７月24日 令和５年度第１回山県市総合
計画審議会・第18回山県市
まち・ひと・しごと創生会議
合同会議

（１）�第２次山県市総合計画後期基本
計画及び第２期まち・ひと・し
ごと創生総合戦略（目標値達成
状況）

（２）�デジタル田園都市国家構想交付
金効果検証

（３）�新型コロナウイルス感染症対応
地方創生臨時交付金における効
果検証（令和４年度交付金充当
実績）

（４）�第３次山県市総合計画基本構想
前期基本計画、山県市デジタル
田園都市国家構想総合戦略（素
案）

８月23日 市職員ワークショップ 各課主査級以下職員代表者
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令和５年 11月９日 令和５年度第２回山県市総合

計画審議会・第19回山県市
まち・ひと・しごと創生会議
合同会議

第３次山県市総合計画基本構想・前期
基本計画　山県市デジタル田園都市国
家構想総合戦略（素案）

12月22日 令和５年度第３回山県市総合
計画審議会・第20回山県市
まち・ひと・しごと創生会議
合同会議

（１）�第３次山県市総合計画基本構想・
前期基本計画　山県市デジタル
田園都市国家構想総合戦略（素
案）

（２）計画愛称（案）
12月27日
～令和６
年１月25
日

パブリックコメント 第３次山県市総合計画基本構想・前期
基本計画　山県市デジタル田園都市国
家構想総合戦略（案）への意見公募

令和６年 ２月８日 答申 市総合計画審議会長から市長へ
３月22日 令和６年第１回市議会定例会 第３次山県市総合計画基本構想・前期

基本計画・山県市デジタル田園都市国
家構想総合戦略議決
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２　山県市総合計画審議会条例

� 平成15年４月１日
� 条例第22号

	 （設置）
第１条　市長の諮問機関として、山県市総合計画審議会（以下「審議会」という。）を置く。
	 （所掌事務）
第２条　審議会の所掌事務は、次のとおりとする。
	 （１）�　市長の諮問に応じ、山県市総合計画（以下「総合計画」という。）の策定及び変更に

関することについて審議し、その意見を答申すること。
	 （２）　総合計画の実施状況及び進捗状況に関すること。
	 （３）　その他市長が必要と認める事項に関すること。
	 （組織）
第３条　審議会は、委員15人以内をもって組織する。
	 （委員）
第４条　委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。
	 （１）　学識経験のある者
	 （２）　識見を有する者
	 （３）　市議会議員
	 （４）　その他市長が必要と認める者
	 （委員の任期）
第５条　委員の任期は、２年とする。ただし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。
２　委員は、再任することができる。
	 （会長及び副会長）
第６条　審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。
２　会長は、会務を総理し、審議会を代表する。
３�　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。
	 （会議）
第７条　審議会は、会長が招集する。
２　審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。
３�　審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決するところによ

る。
４�　会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させて、説明又は意見を

聴くことができる。
	 （庶務）
第８条　審議会の庶務は、企画財政課において処理する。
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資料編
（委任）
第９条　この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、市長が別に定める。
		  附　則
	 この条例は、平成15年４月１日から施行する。
		  附　則（平成18年３月22日条例第２号）抄
	 （施行期日）
１　この条例は、平成18年４月１日から施行する。
		  附　則（平成19年３月20日条例第３号）
	 この条例は、平成19年４月１日から施行する。
		  附　則（平成23年12月19日条例第24号）抄
	 （施行期日）
１　この条例は、平成24年４月１日から施行する。
		  附　則（平成25年６月28日条例第24号）
	 この条例は、公布の日から施行する。
		  附　則（平成30年12月20日条例第31号）
	 この条例は、公布の日から施行する。
		  附　則（令和４年６月23日条例第18号）
	 （施行期日）
１　この条例は、公布の日から施行する。
	 （任期の特例）
２�　この条例の施行の日以後、最初に委嘱される委員の任期は、改正後の第５条の規定にかか

わらず、令和５年６月25日までとする。
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３　山県市まち・ひと・しごと創生会議設置要綱

� 平成27年６月18日
� 告示第85号

	 （設置）
第�１条　少子化と人口急減に的確に対応できるよう、山県市のまち・ひと・しごと創生に係る

人口ビジョン及び総合戦略を策定し、推進するに当たり、広く関係者の意見を反映させ、客
観的な効果検証を行うため、山県市まち・ひと・しごと創生会議（以下「創生会議」という。）
を置く。

	 （所掌事務）
第２条　創生会議は、次に掲げる事項を所掌する。
	 （１）　地方人口ビジョンの策定に関する事項
	 （２）　総合戦略の策定及び推進に関する事項
	 （３）　その他市長が必要と認める事項
	 （組織）
第３条　創生会議は、委員20人以内をもって組織する。
	 （委員）
第４条　委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。
	 （１）　市民を代表する者
	 （２）　産業関係を代表する者
	 （３）　学識を有する者
	 （４）　金融機関を代表する者
	 （５）　労働団体関係を代表する者
	 （６）　報道機関関係を代表する者
	 （７）　その他市長が必要と認めるもの
	 （任期）
第５条　委員の任期は２年以内とし、再任を妨げない。
２　委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。
	 （会長及び副会長）
第６条　創生会議に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。
２　会長は、会務を総理し、創生会議を代表する。
３�　副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を

代理する。
	 （会議）
第７条　創生会議の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、議長となる。
２　会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。
３�　会長は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、その意見又は説明を聞

くことができる。
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	 （庶務）
第８条　創生会議の庶務は、企画財政課において処理する。
	 （補則）
第�９条　この要綱に定めるもののほか、創生会議の運営に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。
		  附　則
	 この要綱は、平成27年６月18日から施行する。
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４　山県市総合計画策定推進本部設置要綱

� 令和４年12月16日
� 訓令甲第16号

	 （設置）
第�１条　山県市総合計画（以下「総合計画」という。）を策定及び推進するため、山県市総合

計画策定推進本部（以下「本部」という。）を置く。
	 （所掌事務）
第２条　本部の所掌事務は、次のとおりとする。
	 （１）　総合計画の策定に関すること。
	 （２）　総合計画の推進に関すること。
	 （３）　その他総合計画の策定及び推進に必要な事項に関すること。
	 （組織）
第３条　本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。
２　本部長は、市長をもって充て、副本部長は、副市長をもって充てる。
３�　本部員は、教育長、各課長、議会事務局長、会計管理者及び本部長が必要と認める者をもっ

て充てる。
	 （本部長及び副本部長）
第４条　本部長は、本部を総括する。
２�　副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき、又は本部長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。
	 （会議）
第５条　本部の会議は、本部長が必要に応じて招集する。
	 （調整部会）
第６条　本部長は、必要に応じて、部会、ワーキンググループを設置することができる。
	 （庶務）
第７条　本部の庶務は、企画財政課において処理する。
	 （補則）
第８条　この要綱に定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は、本部長が別に定める。
		  附　則
	 この訓令は、公表の日から施行する。
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５　山県市まち・ひと・しごと創生本部設置要綱

� 平成27年２月16日
� 訓令乙第１号
	 （設置）
第�１条　少子化と人口急減に的確に対応し、山県市の特性を活かした自立的で持続可能な社会

を創生するため、山県市まち・ひと・しごと創生本部（以下「本部」という。）を置く。
	 （所掌事務）
第２条　本部の所掌事務は、次のとおりとする。
	 （１）　地方版総合戦略の策定に関すること。
	 （２）　その他前条の目的達成のため必要な事項に関すること。
	 （組織）
第３条　本部は、本部長、副本部長及び本部員をもって組織する。
２　本部長は、市長をもって充て、副本部長は、副市長をもって充てる。
３�　本部員は、教育長、各課長、議会事務局長、会計管理者及び本部長が必要と認める者をもっ

て充てる。
	 （本部長及び副本部長）
第４条　本部長は、本部を総括する。
２�　副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき、又は本部長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。
	 （会議）
第５条　本部の会議は、本部長が必要に応じて招集する。
	 （調整部会）
第６条　本部長は、必要に応じて、部会、ワーキンググループを設置することができる。
	 （庶務）
第７条　本部の庶務は、企画財政課において処理する。
	 （補則）
第８条　この要綱に定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は、本部長が別に定める。
		  附　則
	 この要綱は、平成27年２月16日から施行する。
		  附　則（平成29年12月28日訓令乙第４号）
	 この訓令乙は、平成30年４月１日から施行する。
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６　山県市総合計画審議会委員名簿

番号 所属等 氏名（役職等）

１号委員 岐阜協立大学経営学部教授 竹内　治彦（会長）

２号委員

山県市自治会連合会会長 福井　康雄

山県市商工会会長 宇野　　睦

山県市社会福祉協議会会長 丹羽　英之（副会長）

山県市教育委員 川田八重子

３号委員

議会代表（総務産業建設委員長） 寺町　祥江（R5.6.25まで）

議会代表（総務産業建設委員長） 田中　辰典（R5.6.26から）

議会代表（厚生文教委員長） 古川　雅一（R5.6.25まで）

議会代表（厚生文教委員長） 奥田　真也（R5.6.26から）
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７　山県市まち・ひと・しごと創生会議委員名簿

番号 所属等 氏名（役職等）

１号委員 山県市自治会連合会会長 福井　康雄

２号委員 山県市商工会会長 宇野　　睦

ぎふ農業協同組合岐阜北グループ統括支店長 後藤　眞司

株式会社水生活製作所代表取締役会長 早川　　徹（R5.6.25まで）

３号委員 岐阜協立大学経営学部教授 竹内　治彦（会長）

岐阜女子大学教授 黒見　敏丈（副会長）

山県市小中学校校長会会長　高富小学校校長 大村　統子（R5.3.31まで）

山県市小中学校校長会会長　美山小学校校長 山田　和弘（R5.4.1から）

４号委員 株式会社十六銀行高富支店長 浅野　昌喜

株式会社大垣共立銀行高富支店長 箕浦　智之

岐阜信用金庫高富支店長 伊藤　博之（R5.2.8まで）

岐阜信用金庫高富支店長 森　　将志（R5.2.9から）

５号委員 岐阜公共職業安定所雇用開発部長 鈴村　和喜

社会保険労務士 木村　麻理

６号委員 岐阜新聞社本巣支局長 稲葉　　亮（R5.4.30まで）

岐阜新聞社本巣支局長 大賀由貴子（R5.5.1から）

中日新聞社岐阜支社報道部記者 大高　千奈（R5.7.31まで）

中日新聞社岐阜支社報道部記者 及川　　凌（R5.8.1から）

７号委員 岐北厚生病院事務局長 矢島　昌夫

山県市社会福祉協議会会長 丹羽　英之

岐阜乗合自動車株式会社取締役営業管理部長 相宮　一夫

元岐阜県職員 今瀬　義幸

山県市副市長 久保田裕司
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８　�山県市総合計画策定推進本部員兼�
山県市まち・ひと・しごと創生本部員名簿

本部役職 市役職 氏名

本部長 市長 林　　宏優

副本部長 副市長 久保田裕司

本部員

教育長 服部　和也

理事兼総務課長 谷村　政彦

議会事務局長 宇留野公男

企画財政課長 丹羽　竜之

税務課長 安達　俊樹

市民環境課長 服部　裕司

福祉課長 岩田　豊実

健康介護課長 森　　正和

子育て支援課長 山田佐知子

農林畜産課長 福井　　淳

建設課長 棚橋　和夫

まちづくり・企業支援課長 今井　孝哉

水道課長 大西　義彦

学校教育課長 森川　勝介

生涯学習課長 藤根　　勝

会計管理者兼会計課長 浅野　浩昭
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９　諮問

� 山企第236号
� 令和４年８月16日

山県市総合計画審議会
会長　竹内　治彦　様

� 山県市長　林　　宏　優

第３次山県市総合計画及び第３期山県市まち・ひと・しごと
創生総合戦略の策定について（諮問）

山県市総合計画審議会条例第２条に基づき、第３次山県市総合計画及び第３期山県市まち・
ひと・しごと創生総合戦略の策定について意見を求めます。

理　由
本市では平成27年度から９年間にわたる「第２次山県市総合計画」を策定し、目指す将来

像とその実現に向けた各種施策・事業を実施してまいりました。
この間、急速に進展する ICT 化、国連で採択された持続可能な開発目標（SDGs）への取組、

新型コロナウイルス感染症に対する対応など、急激に変化する社会情勢に即応した行政運営が
求められています。

また、新たな防災・エネルギー対策、地方分権の推進による地方自治体の自主性・自立性の
確立など、さまざまな課題に的確に対応する必要があります。

今後、行財政改革をより一層推進するとともに、本市の魅力ある地域資源と東海環状自動車
道を最大限に活用し、市民との協働を進めながら、将来にわたり持続可能なまちづくりに取り
組んでいくため、令和６年度からの「第３次山県市総合計画及び第３期山県市まち・ひと・し
ごと創生総合戦略」の策定に関して諮問し、意見を求めるものです。
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10　答申

� 山企第640号
� 令和６年２月８日

山県市長　林　　宏　優　様

� 山県市総合計画審議会　　
� 会長　竹　内　治　彦　　

第３次山県市総合計画及び第３期山県市まち・ひと・しごと
創生総合戦略の策定について（答申）

令和４年８月16日付け山企第236号で諮問のあった標記について、下記のとおり答申します。

記
１　審議過程

�	 本審議会は、諮問を受けて、第３次山県市総合計画及び第３期山県市まち・ひと・しごと
創生総合戦略の策定について、市から第２次山県市総合計画の執行状況等を確認しながら、
詳細な説明を求めるとともに、その内容についても検証しつつ、慎重に審議を行いました。
�	 今回は、総合戦略の策定も同時に行うため、山県市まち・ひと・しごと創生会議と合同で、
目指す将来の方向性を確認しながら、前期基本計画と総合戦略を合わせて審議を行いました。

２　審議結果
�	 現行計画である第２次山県市総合計画の計画期間中も人口は減少傾向で推移し、感染症対
策やデジタル化など、新たな課題への対応が求められています。こうした課題に対応し、新
たな時代にふさわしい自治体経営を目指し、持続可能な本市の実現に向けて、国が示すデジ
タル田園都市国家構想を踏まえ、人口減少対策を盛り込んだ第３次山県市総合計画基本構想・
前期基本計画及び山県市デジタル田園都市国家構想総合戦略（案）、計画の愛称を「自然と
活力調和プラン」として別添のとおりまとめました。
�	 まちづくりの基本理念は、現行計画から継承した「豊かな自然と活力ある都市が調和した
安心で快適な住みよいまちづくり」、将来像は新たに「子育ち応援のまち　山県市」としま
した。この将来像には、子どもを大切にし、子どもが自ら成長していく姿を地域ぐるみで見
守るまちにしていくという思いを込めております。
�	 計画期間は、市長の任期を勘案し、基本構想が令和６年度から令和13年度までの８年間、
前期基本計画及び山県市デジタル田園都市国家構想総合戦略は計画期間を令和６年度から令
和９年度までの４年間とし、別添のとおり策定する案に委員の合意を得ました。
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資料編
�	 計画の策定に際しましては、本答申の趣旨を十分に尊重され、まちづくりの基本理念と将
来像の実現に向けて、最善を尽くされるよう要望します。
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自然と活力調和プラン
第３次山県市総合計画基本構想・前期基本計画

山県市デジタル田園都市国家構想総合戦略
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